
・健全財政の堅持
実質公債費比率（基準以内）

経常収支比率（中核市平均以下）

・新たな財源の確保
金沢版ふるさと納税制度の拡充

未利用資産等の積極的な売却

・公共施設等の計画的な更新
市営住宅の長寿命化計画の改定

新学校給食調理場再整備計画の策定

・公営企業の経営改革
ガス事業・発電事業を事業譲受会社へ譲渡

「市民協働と広域連携」・「生産性向上と働き方改革」による健全で質の高い市政の実現

１ 市民協働と広域連携の推進 ２ 生産性の向上と職員の働き方改革 ３ 長期的視点に立った健全な行財政運営

テーマ

基本

方針

主な成果

（２）ボランティアの育成と市民力の強化

（１）地域コミュニティの充実と市民協働の推進

（３）広域連携の推進と広報機能の強化

・地域コミュニティの活性化
地域コミュニティサポートデスクの開設
地域活動発信アプリの導入支援

・ボランティア等の育成
認知症サポートリーダーの育成

R1:159人 → R3:186人
コミュニティ防災士の育成

R1:739人 → R3:1,014人

・広域連携の推進
認知症高齢者等見守りネットワーク事業
（石川中央都市圏共同実施）
消防相互応援
（覚書締結(かほく市、津幡町、内灘町)）

・戦略的広報の展開
オープンデータポータルサイトの再構築
ＳＮＳを活用した新たな情報発信

・ＩＣＴ最先端技術の活用
ＡＩを活用した議事録作成システム
ＡＩチャットボットの導入

・職員の働き方改革
テレワーク・フリーアドレスの導入
ＲＰＡの活用による業務の自動化

・民間のノウハウや知識、技術の活用
駅東駐車場等への利用料金制度の導入
文化ホールでの公募事業者による事業展開

・外郭団体改革の推進
金沢総合健康センターと
金沢市福祉サービス公社の統合
金沢まちづくり財団と
金沢市スポーツ事業団の統合

（２）公共インフラの最適化と計画的な更新

（１）財政計画・人事計画・重点戦略計画
に基づく市政の推進

（３）公営企業の経営戦略の強化

（２）効率的・効果的な業務及び組織の運営

（１）ＡＩ、ＩｏＴの活用と行政サービスの質の向上

（３）民間活力の導入と外郭団体改革

１．第７次行政改革大綱（R1～R4）の成果と今後取り組むべき事項

継続して
取り組む

事項

次期金沢市行政改革大綱（行政経営プラン）の策定について

働く環境の充実
民間活力の導入拡大
外郭団体組織の強化

健全な財政運営の堅持
更なる歳入の確保
老朽公共施設の計画的な建替等
公営企業の経営基盤の強化

地域コミュニティの充実
多様な主体との協働の推進
石川中央都市圏における連携の強化

ＷＩＴＨコロナ時代の到来 → 新しい発想で変化に対応できる人材の育成
急速に進展するデジタル技術を活用したＤＸ

ＳＤＧｓ・環境意識の高まり → 持続可能な公共施設の管理運営
北陸新幹線敦賀開業、日本国際博覧会開催 → 市政の情報発信の更なる充実

新たな
社会変化
と対応策

資料番号

３



２．今後の行政改革大綱の方向性

量的な改革

・財政健全化

・職員定数適正管理

・事務事業廃止

（２）量的削減をめざす改革の限界

成果

・起債現在高 約600億円縮減

・職員定数 約340人削減

・事務事業評価 16年間で
延べ約2200事業を
見直し又は廃止

削減の限界

質的な改革

・市民協働の推進

・職員の生産性向上

・情報発信

主な取組

・金沢市協働推進計画2021
の策定と実践

・ペーパーレス化の推進

・ＲＰＡ等の導入

・様々なＳＮＳを活用した
市政発信

更なる実践が

可能

（３）次期計画の策定に向けた方向性

量的な改革（削減）から質的な改革（充実）へ

行政資源(ヒト カネ モノ 情報)を最大限活用することが必要

ヒト：多様な人材等の有効活用
・職員の生産性・働き方改革の強化
・企業、大学、学生、周辺自治体等との連携強化

カネ：予算の有効活用
・成果、根拠に基づく政策立案の導入
・新たな財源の確保

モノ：既存ストックの有効活用
・公共施設総合管理計画の適正管理
・公共施設の複合化・多機能化・用途変更

情報：行政情報・都市データの有効活用
・ＳＮＳ等を活用した情報発信
・オープンデータの活用強化

持続可能な行財政運営に向けて

限られた資源を最大限活用する企業戦略の概念を取り入れ

行政改革大綱を 「行政経営プラン」 として再構築

×

（１）課題の複雑化・社会の不確実性の高まり

構造的な課題

・人口減少・少子化

・超高齢化

生活変化による課題

・地域住民相互の
つながりの希薄化

・情報格差

コロナによる社会変化

・対面・行動の制限

・オンラインサービス
の定着

×



　

３．金沢市行政経営プラン骨子（案）

ヒト（職員）・情報

・急速に進展するデジタル技術を活用したＤＸ

・働く環境の充実

・外郭団体組織の強化

・市政の情報発信の更なる充実

・新しい発想で変化に対応できる人材の育成

モノ・カネ

・老朽公共施設の計画的な建替等

・持続可能な公共施設の管理運営

・健全な財政運営の堅持

・更なる歳入の確保

・公営企業の経営基盤の強化

ヒト（市民･地域との連携）

・多様な主体との協働の推進

・地域コミュニティの充実

・民間活力の導入拡大

・石川中央都市圏における連携の強化

課題を整理

方針１ 行政組織の質を高める（ヒトの育成と情報発信の強化）

（１）働き方のＤＸと機能的な組織運営

（２）行政データの活用と伝わる情報発信

（３）職員の意識改革と人材の確保

方針３ 財政基盤の質を高める（モノ・カネの有効活用）

（１）公共施設の保有量の適正化と施設環境の充実

（２）効果的な政策立案と歳入の確保

（３）特別会計の整理合理化と経営基盤の強化

方針２ 共創の質を高める（ヒトとの連携の推進）

（１）多様な主体との協働の推進

（２）民間の創意工夫を活用する官民連携の推進

（３）自治体間における広域連携の推進

行政経営プラン取組項目

質の高い市民サービスを創り続ける行政経営の実践基本理念

１．市民目線 ･･･ 市民の利便性を高めるために取り組む
２．スピード感 ･･･ 社会の変化を感じ即座に取り組む
３．チャレンジ ･･･ できることから積極的に取り組む
４．成果検証 ･･･ 成果を重視し検証に取り組む
５．デジタル化 ･･･ デジタル活用を前提に取り組む

取組姿勢



４．行政改革大綱と行政経営プランの違い

第７次行政改革大綱

行政改革大綱

・基本的な考え方（テーマ）

・基本方針

市民・職員により分かりやすい計画へ

・大綱と実施計画を統合 → 目標に向けた取組内容の明確化

・取組姿勢を追加 → 職員の意識醸成

・取組事項の目標・工程表の明確化 → 進捗の見える化

行政改革実施計画

・重点目標

・具体的取組事項
＋

推進体制

・行政改革推進本部 （内部組織：進行管理）

・行政改革推進委員会（外部組織：提言等）

行政経営プラン

推進期間

・2019 年度から2022 年度の４カ年

推進体制（改称）

・行政経営プラン推進本部 （内部組織：進行管理）

・行政経営プラン推進委員会（外部組織：提言等）

推進期間（継続）

・2023 年度から2026 年度の４カ年

福島市 鳥取市 富山市



  

次期行政改革大綱
策定スケジュール

行政改革推進委員会における検討事項（予定）

①骨子案審議

②素案審議

・パブリックコメントの実施

③最終案審議

次期行政改革大綱の着実な実践

・市民及び職員提案の募集

・庁内各課調査の実施

2022

・公 表

2023

2026
～

第２回委員会

・次期行政改革大綱の素案審議について
・行政改革大綱（第７次）に基づく行政改革実施計画の取組状況等について

（第１回委員会未確定項目）

第３回委員会
・次期行政改革大綱の最終案審議について

11月

７月

２月

第１回委員会

・次期行政改革大綱の策定について
・行政改革大綱（第７次）に基づく行政改革実施計画の取組状況等について

年度

５．次期行政改革大綱の策定スケジュール


